
原子力規制庁
長官官房技術基盤グループの概要
ー実施する安全研究の概要を中心にー

令和４年度
原子力規制庁技術基盤グループ–原子力機構安全研究・防災支援部門

合同研究成果報告会

令和４年１１月２２日

原子力規制庁長官官房技術基盤グループ
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技術基盤グループの主要業務

１．規制基準類の整備

規制基準やガイド類の整備・見直し、民間規格の引用 等

２．安全研究の管理、実施

規制部門のニーズや規制基準類に基づく安全研究の推進 等

【プロジェクト数：令和４年度】
システム安全： ７件 シビアアクシデント：５件
放射線・廃棄物： ４件 地震・津波： ：５件

３．原子力規制部等に対する技術的支援

新規制基準適合性審査に対する技術的支援、東京電力福島第一
原子力発電所事故分析等に係る技術的支援 等

・技術支援依頼書件数：５１件（令和４年３月３１日時点）

○技術基盤グループの役割

原子力規制委員会の使命（原子力に対する確かな規制を通じて、
人と環境を守ること）を達成するため、規制基準の策定、審査等の
支援、また、将来これらを実施するために必要な安全研究を行う。
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規制庁が行う安全研究とは

『原子力規制等における課題に対応するための知見を収集し、
また、自ら生み出す研究活動は、科学的・技術的能力の向上、
強固な技術基盤の構築等を行うための最も効果的な方策の
一つである。委員会は、安全研究を通じこれらを実現し
又原子力規制等に最大限活用していく。』

（原子力規制委員会における安全研究の基本方針から、
https://www.nra.go.jp/data/000271464.pdf）

以下を目的とし安全研究を実施

① 規制基準等の整備に活用するための知見の収集・取得

② 審査等の際の判断に必要な 知見の収集・取得

③ 規制活動に必要な手段の整備

④ 技術基盤の構築・維持

原子力規制委員会は、中期目標、国内外の技術動向、規制課題
（将来の規制活動への活用が見込まれるものも含む）等を踏まえて、
「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」を毎年度策定
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安全研究の進め方

• 「今後推進すべき安全研究の分野及びその実施方針」に基づき研究テーマ
を設定、研究の計画・立案を実施。

• 複数年にわたって計画的に実施することが適当である場合、同じ分野の
類似する、または関連のある研究テーマをまとめて研究プロジェクトとして
実施。（令和3年度は、新規・継続あわせて22件を実施）

• 審査等への反映を目的に臨機応変に行うプロジェクト外研究、委託研究、
共同研究を活用して効率的に課題解決。

• 得られた成果は積極的に公表。プロジェクトの開始前、期間中、終了後に
評価を実施。
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原子力規制委員会が対象とする安全研究
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システム安全研究部門が行う研究

核燃料の安全性、原子力発電所や核燃料サイクル施設の材料・機器・構造物の劣化、
火災による安全性への影響など、原子力施設の安全性に関する研究を実施

火災防護

原子力施設で発生する各種火災に対する、火災試験やその現象解析及び影響評価

炉物理

原子炉内での中性子の挙動に関する特性・炉心動特性・臨界に係る解析、解析手法の開発等

核燃料

様々な条件での燃料挙動の評価や解析手法の整備

材料・構造

原子力発電所の材料、機器・構造物の経年劣化評価手法や健全性評価手法等に関する研究

特定原子力施設

東京電力福島第一原子力発電所の燃料デブリ取出しに伴う臨界管理等の実験的、解析的評価

加工施設・再処理施設

加工施設・再処理施設に係る安全性に関する実験的・解析的評価す及びリスク情報の収集整理

放射性物質の貯蔵・輸送

放射性物質の貯蔵・輸送に係る規制支援、規格基準整備のため、研究及び関連する情報収集

新型炉

Na冷却高速炉の安全規制に必要な評価技術の整備とその他の非軽水型原子炉の動向調査
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実機材料等を活用した経年劣化評価・検証に係る研究

• 原子力発電所の長期運転に際して
は、機器・構造物の経年劣化挙動を
適切に評価し、的確な経年劣化管理
を行うことにより、供用期間中におい
て健全性が維持されることが重要で
ある。

• これまで、機器・構造物の健全性評
価は、主に、加速劣化により模擬的
に経年劣化を付与した材料の試験デ
ータに基づき行われてきた。

• 本研究では、既存の健全性評価手
法等の保守性を検証するため、国内
で廃止措置中の原子力発電所等か
ら採取した実機材料やこれまでの研
究で蓄積した知見を活用した試験等
を行う。

ケーブルの絶縁材

炉内構造物の
ステンレス鋼

原子炉圧力容器

冷却材ノズル等の
低合金鋼及び炭素鋼

コンクリート構造物

１次冷却材管の
ステンレス鋼鋳鋼

主な対象機器及び材料（PWR)

活用

・学協会規格の技術評価
・高経年化技術評価の審査
・運転期間延長認可の審査

実機材料の採取
・材料試験
・経年劣化評価

ケーブル
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シビアアクシデント研究部門が行う研究

原子力発電所で想定される重大事故の発生するパターンや頻度、重大事故によ
って放出される放射性物質の挙動や特徴、放出された放射性物質が人・環境へ
与える悪影響の程度等に関する安全研究を実施

リスク評価

原子力発電所のリスクである燃料が損傷する頻度等を評価する方法の研究

シビアアクシデント（軽水炉）

軽水炉のシビアアクシデント時に想定される現象や対策の有効性等を把握するため
の研究

熱流動

軽水炉の事故時（炉心損傷前）における冷却材、燃料等の状態を把握するため解析
的評価

原子力災害対策

原子力災害時の防護措置をより効果的なものとするための検討に必要な技術的知
見の整備
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リスク情報の活用に関する研究

• 平成29年4月の原子炉等規制法改定により、令和2年4月からリスク情
報を活用した原子力規制検査が開始された。

• 本事業では、確率論的リスク評価（PRA）手法等の技術基盤を整備し、
原子力規制検査で活用するPRA モデルの確認、検査時の気付き事項
等を評価するためのリスク評価ツールの開発、検査で参考とするプラ
ントのリスク情報等に必要な知見の蓄積をはかる。

確率論的リスク評価（PRA）の概要

原子炉で想定される事故を対象に、事故を収束させるために必要な安
全設備が運転に失敗する可能性を確率を用いて評価し、安全性が損な
われる確率を評価する手法

成功

成功

失敗

健全

健全

損傷

どれか一つでも故障すると失敗

失敗
安全設備①の失敗 安全設備②の失敗

系統1
の故障

系統2
の故障

両方が故障すると失敗

ポンプ
の故障

弁の故
障

タンク
の故障

事故

事故の発生 安全設備① 安全設備② 炉心の状態

失敗

全交流電源喪

失

70%

非常用炉心冷

却装置注水機

能喪失

15%

原子炉停止機

能喪失

10%

その他

5%

PRAにおける炉心損傷頻度の解析結果例
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地震・津波研究部門での研究

人為的にコントロールできない外部事象（地震、津波等の自然災害）や、
それらの影響を受ける建屋、機器等の原子力施設の構造健全性に
関する安全研究を実施

外部事象（ハザード関連）

原子力安全への影響が大きい地震や津波等の発生源の規模や頻度
に関する研究

外部事象（フラジリティ関連）

地震や津波等の外部事象が原子力施設や設備へ与える影響評価
手法の適用性確認等に関する研究
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津波地震による津波の特性化波源モデルの構築

• 地震によって発生する津波を精度良く評価するために、海溝軸付近の地殻
変動の水平変位を模擬した水理模型実験を実施して、地殻変動の水平変
位が津波に与える影響を考慮した津波評価手法を整備する。

水槽寸法
•長さ4m x 幅0.265m x 深さ0.49m

可動式斜面模型寸法
•長さ3m x 幅0.265m x 最大高さ0.17m

実験パラメータ
•可動式斜面模型の斜面勾配、速度、加速度及び変位量並びに水深

最大水位に影響があるパラメータの検討水理実験装置

東北大学保有の水槽に可動式斜面模型を設置 Tr･c/L

•Hmax ：最大水位
•dy ：可動式斜面模型の水平移動に伴う

底面高さの増分
•Tr ：可動式斜面模型の水平移動時間
•c ：波速
•L ：斜面の幅
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飛翔体等による衝突・衝撃挙動に係る応答・耐力評価

電動弁駆動部（電気品部位）
を対象とした衝撃振動試験

鉄筋コンクリート構造物を対象とした
飛翔体衝突に関する試験

加
振
方
向

衝突位置

• 飛翔体等の衝突に対する建屋・構築物の挙動を評価するため、局部損傷及
び全体損傷に関する試験並びにシミュレーション解析を行い、衝突時の応答
挙動に係る技術的知見を蓄積する。

• また、飛翔体等の建屋衝突時に発生する衝撃振動に対する設備の機能限界
を把握するため、電気品を対象とした衝撃振動試験を実施し、機能限界に係
る技術的知見を蓄積する。
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放射線防護研究の実施

放射線源規制・放射線防護による安全確保のための根拠となる調査 ・
研究を推進するために、規制委員会は、「放射線安全規制研究戦略的
推進事業」を実施してきた。（Ｈ29～R3）

規制委員会において、

• 今後、国内外で実施されている研究を踏まえ、規制庁が主体的に
研究を進め、安全規制における放射線安全分野の知見の蓄積を
より一層進める。

• 令和４年度以降の放射線防護研究は、安全研究の実施組織として
整備されている技術基盤グループにおいて実施する。

とされた。

クリアランスの放射線測定技術、放射性核種の環境内移行等を研究
してきた「核燃料廃棄物研究部門」において、Ｒ４年度より放射線防護
研究を実施することとし、部門名を「放射線・廃棄物研究部門」に変更し
た。

ＩＣＲＰやＩＡＥＡ等の国際的な動向を踏まえ、主として放射線影響及び
線量評価に係る研究課題に取り組み、放射線防護体系の継続的な見直
しを進め、知見の蓄積を図る。
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放射線・廃棄物研究部門が行う研究

放射線防護、原子力施設等の廃棄・廃止措置及び放射性廃棄物の処分に
関する安全研究を実施しています。

放射性廃棄物埋設施設

放射性廃棄物のトレンチ処分、ピット処分、中深度処分及び地層処分について
の長期的な性能評価に関連した技術的な調査・研究

廃止措置・クリアランス

原子力施設等に関する廃止措置・クリアランス等に関連した技術的な調査・研究

放射線防護

放射性同位元素等の規制及び緊急時における放射線防護措置の改善に資す
る調査研究

特定原子力施設

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉作業から発生する多様な放射性廃棄
物に関する研究
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中深度処分やクリアランスに関する研究

• 中深度処分における、天然バリア中の地下水の流れ及び人工バリ
アの漏出抑制性能等の基準に対する適合性審査に向けた科学的・
技術的知見、地層処分における安全確保の考え方を整備するに当
たって必要な科学的・技術的要件等を取りまとめる。

• 原子力施設の解体等で生じる資材等のうち新規に要望のあったクリ
アランス対象物に対する測定の定量化、中深度処分等における廃
棄体確認に係る放射能濃度確認手法、及び、廃止措置活動の潜在
的な危険性の評価手法に関する科学的・技術的知見を取得する。

② 廃止措置等に関する規制運用技術研究事業① バックエンド分野の規制技術高度化研究事業

廃止措置中の事故等による放射性物質の放出と被
ばく評価モデル



17

放射線防護に関する研究

• 国際放射線防護委員会（ICRP）2007年勧告の国内法令等への取入
れにおける規制基準値の算出等に必要とされるコードの開発を行う。

• 緊急時における放射線防護措置判断に必要とされる防護措置対象
集団等の健康リスクの精緻な評価を行うためのコードの開発を行う。

被ばく線量評価コードの開発 放射線健康リスク評価コードの開発
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国内の大学、研究期間等との共同研究

• 安全研究を効果的・効率的に実施するためには、ＪＡＥＡ、ＱＳＴ、大学等の
外部研究機関との連携が重要。

• 規制委員会は研究所や試験設備を保有しておらず、自らの試験設備を使用
した研究及び人材育成が難しい。

• 研究職員が他の機関が保有する試験設備等を活用した研究に直接携わる
ことができるよう共同研究を推進。

• 実施中の共同研究：17件

相手方：東北大、東北学院大、新潟大、茨大、埼玉大、東京電気大、
東大、東工大、早大、京大、関西大、JAEA、QST、海洋機構

• 終了した共同研究：15件

相手方：北大、東北大、東北学院大、筑波大、東大、東工大、東京都市
大、京大、福井大、産総研、JAEA、QST
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共同研究の例

○ 原子力施設耐震評価用モデルの妥当性確認に関する研究

三次元耐震評価用モデルを精緻化するためには、地震時における建屋の振動性状
を詳細に把握する必要あり。そのため、対象とする高温工学試験研究炉（HTTR）に
多数の加速度計を追加して振動計測を行い、床や壁の局所応答も含めた建屋の
地震時挙動を詳細に把握。
図面確認や現地調査を実施し、雑壁や小梁等の詳細部材も再現したモデルを整備。
また、実測データから得られた振動特性と三次元耐震評価用モデルによる解析結果
との比較を通して、三次元耐震評価用モデルの高度化に係る知見を取得。

高温工学試験研究炉（HTTR） 三次元耐震評価用モデル
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国際協力

• IAEAが行う原子力安全に関する安全基準や指針等の策定、技術
文書作成、教訓や経験の共有等の活動に参加し貢献

• OECD/NEAのCSNIが行う原子炉施設等の安全性を評価するのに
必要な科学的、技術的知識基盤の維持、拡大の支援。加盟国間
の国際プロジェクトにも参加、協力

• 米国（NRC）、仏国（IRSN)と研究に関する二国間協定

• TSO活動に関し、IAEAのフォーラム（TSOF）や欧州のネットワーク
（ETSON）に参加
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規制庁安全研究の達成状況

原子力規制庁では、安全研究プロジェクトで得られた知見の一部を、査読付論文、
国際会議プロシーディング、学会発表等といった形で公表。また、規制への活用
（規制基準等の解釈や審査・検査時の判断等の参考）の観点から安全研究プロジェ
クト等の成果を取りまとめ、NRA技術報告及びNRA技術ノートとして公表。

NRA技術報告書： 職員が行った研究又は委託及び請負契約により行った研究で得た技術的基礎・
実験データ等を基に、解析、考察、評価等を行い、規制への活用の観点から
取りまとめた報告書

NRA技術ノート： 職員が行った又は委託及び請負契約により行った研究又は調査により得られた
データや情報を取りまとめた報告書
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規制庁安全研究の紹介ウェブサイト

https://www.nra.go.jp/RegulatoryStandardResearch/index.html

・安全研究の分野
・安全研究プロジェクトの紹介
・安全研究の企画・実施
・安全研究・成果の公表
・安全研究の評価


